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貸  借  対  照  表 

（平成 28 年３月 31 日現在） 

（単位：百万円） 

科     目 金  額 科     目 金  額 

（ 資 産 の 部 ） 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

商 品 

前 渡 金 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

工 具 、 器 具 及 び 備 品 

そ の 他 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ エ ア 

そ の 他 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

関 係 会 社 出 資 金 

破 産 更 生 債 権 等 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

57,827 

920 

5,733 

36,115 

11,274 

2 

73 

456 

3,301 

△50 

3,210 

306 

84 

211 

11 

117 

117 

0 

2,786 

1 

1,431 

526 

67 

16 

720 

95 

△72 

（ 負 債 の 部 ） 

流 動 負 債 

買 掛 金 

短 期 借 入 金 

一年内返済予定の長期借入金 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

預 り 金 

賞 与 引 当 金 

前 受 金 

そ の 他 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

退 職 給 付 引 当 金 

資 産 除 去 債 務 

 

20,988 

10,689 

6,000 

1,500 

1,750 

165 

165 

27 

490 

27 

173 

3,745 

1,500 

2,234 

11 

負 債 合 計 24,733 

（ 純 資 産 の 部 ） 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

その他有価証券評価差額金 

 

36,304 

5,251 

4,767 

4,767 

26,285 

177 

26,108 

26,108 

0 

0 

純 資 産 合 計 36,304 

資 産 合 計 61,038 負 債 純 資 産 合 計 61,038 
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損  益  計  算  書 

平成 27 年４月１日から 

平成 28 年３月 31 日まで 

（単位：百万円） 

科          目 金     額 

売 上 高 

売 上 原 価 

 180,634 

168,932 

売 上 総 利 益 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 

 

 

11,701 

8,588 

営 業 利 益 

営 業 外 収 益 

受 取 利 息 

受 取 配 当 金 

そ の 他 

 

 

0 

87 

42 

3,112 

 

 

 

130 

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 

売 上 割 引 

為 替 差 損 

そ の 他 

 

60 

110 

653 

12 

 

 

 

 

837 

経 常 利 益  2,406 

特 別 利 益 

補 償 損 失 引 当 金 戻 入 益 

 

142 

 

142 

特 別 損 失 

固 定 資 産 除 却 損 

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 

 

5 

2 

 

 

8 

税 引 前 当 期 純 利 益 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 

法 人 税 等 調 整 額 

 

672 

253 

2,540 

 

926 

当 期 純 利 益  1,613 
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株主資本等変動計算書 

平成 27 年４月１日から 

平成 28 年３月 31 日まで 

（単位：百万円） 

 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

株 主 資 本

合 計資本準備金 
資本剰余金 

合   計 
利益準備金 

その他利益 

剰 余 金 利益剰余金 

合   計 繰 越 利 益 

剰 余 金 

平成 27 年４月１日期首残高 5,251 4,767 4,767 177 25,141 25,319 35,337 

事業年度中の変動額        

剰 余 金 の 配 当     △646 △646 △646 

当 期 純 利 益     1,613 1,613 1,613 

株 主 資 本 以 外 の 

項目の事業年度中の 

変 動 額 （ 純 額 ） 

       

事業年度中の変動額合計 － － － － 966 966 966 

平成 28 年３月 31 日期末残高 5,251 4,767 4,767 177 26,108 26,285 36,304 

 

 
評 価 ・ 換 算 差 額 等 

純 資 産 合 計 
その他有価証券評価差額金 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 

平成 27 年４月１日期首残高 0 0 35,338 

事業年度中の変動額    

剰 余 金 の 配 当   △646 

当 期 純 利 益   1,613 

株 主 資 本 以 外 の 

項目の事業年度中の 

変 動 額 （ 純 額 ） 

△0 △0 △0 

事業年度中の変動額合計 △0 △0 966 

平成 28 年３月 31 日期末残高 0 0 36,304 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 
 



個 別 注 記 表 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 ････････ 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの ･･････････････････ 事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

時価のないもの ･･････････････････ 移動平均法による原価法 

デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

デリバティブ ･･････････････････････ 時価法 

たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商    品 ･･････････････････････ 移動平均法による原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く）･････ 定率法 

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。 

建       物 10～15 年 

工具、器具及び備品 ５～10 年 

無形固定資産（リース資産を除く）･････ 定額法 

なお、ソフトウエア（自社利用）については、社内

における利用可能期間（主として５年）に基づく定

額法 

リース資産 ･･････････････････････････ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース

資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一

の方法を採用しております。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産 

有形固定資産に係るリース資産については、リース

期間を耐用年数とする定率法を採用しております。 

無形固定資産に係るリース資産については、リース

期間を耐用年数とする定額法を採用しております。 
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(3) 引当金の計上基準 

貸倒引当金 ･･････････････････････････ 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

賞与引当金 ･･････････････････････････ 従業員への賞与の支給に備えるため、支給見込額に

基づき計上しております。 

退職給付引当金 ･･････････････････････ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

①退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を

当事業年度の末日までの期間に帰属させる方法に

ついては、給付算定式基準によっております。 

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

数理計算上の差異については、発生時の翌事業年度

において一括費用処理しております。 

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）による定

額法により費用処理しております。 

補償損失引当金 ･･････････････････････ 発注契約及びクレーム等に係る損失に備えるため、当

事業年度の末日における負担見込額を計上しており

ます。 

 

(4) 重要なヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法 ････････････････････ 繰延ヘッジ処理を採用しております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 ･･････････････ ヘッジ手段  為替予約取引 

ヘッジ対象  外貨建て予定取引 

ヘッジ方針 ･･････････････････････････ デリバティブ取引に関する社内規程に基づき、為替

変動リスクを回避することを目的としております。 

ヘッジの有効性の評価 ････････････････ 為替予約取引については、ヘッジ対象とヘッジ手段

に関する重要な条件が同一であり、高い相関関係が

あると考えられるため、有効性の評価を省略してお

ります。 

 

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理方法は、税抜方式を採用しております。 
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２．貸借対照表に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額             940 百万円 

 

(2) 保証債務 

① 関係会社の金融機関からの借入金に対する保証債務 

上海虹日国際電子有限公司               427百万円 

 

② 関係会社の取引先からの仕入債務に対する保証債務 

TOMEN ELECTRONICS (HONG KONG) LIMITED        799百万円 

TOMEN (SINGAPORE) ELECTRONICS PTE.LTD.       580百万円 

TOMEN ELECTRONICS (SHANGHAI) CO.,LTD.         47百万円  

    合  計                 1,427百万円 

 

(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権                    6,542 百万円 

短期金銭債務                      73 百万円 

 

３．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

営業取引高 

売上高                     52,086 百万円 

仕入高                      1,760 百万円 

販売費及び一般管理費               631 百万円 

営業取引以外の取引高 

営業外収益                     95 百万円 

営業外費用                     0 百万円 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 当事業年度の末日における発行済株式の数 

株式の種類 
前事業年度末の 

株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末の 

株式数 

Ａ種種類株式 ２株 －株 －株 ２株 

 

(2) 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり 

配当額 
基 準 日 効力発生日 

平成 27 年６月 30 日 

定時株主総会 
Ａ種種類株式 646 百万円 323,480,000 円 平成 27 年３月 31 日 平成 27年６月 30日
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(3) 当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり 

配当額 
基 準 日 効力発生日 

平成 28 年６月 24 日 

定時株主総会 
Ａ種種類株式 2,137 百万円 1,068,613,500 円 平成 28 年３月 31 日 平成 28 年６月 24 日

（注）なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 

 

５．税効果会計に関する注記 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

未払事業税等                    17 百万円 

賞与引当金限度超過額                151 百万円 

商品評価損                    229 百万円 

退職給付引当金限度超過額             689 百万円 

その他                      114 百万円  

繰延税金資産小計                 1,202 百万円 

評価性引当額                   △23 百万円  

繰延税金資産合計                 1,179 百万円 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金             △0 百万円 

資産除去債務                    △2 百万円  

繰延税金負債合計                   △2 百万円  

繰延税金資産の純額                1,176 百万円 

 

(2) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成 28 年法律第 15 号）及び「地方税法等の一部を改正

する等の法律」（平成 28 年法律第 13 号）が平成 28 年３月 29 日に国会で成立し、平成 28 年４月

１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴

い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の 33.1％から平成 28

年４月１日に開始する事業年度及び平成29年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一

時差異については 30.9％に、平成 30 年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時

差異については 30.6％となります。 

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は 83 百万円

減少し、法人税等調整額が 83 百万円増加しております。 
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６．金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については、短期的な預金等に限定し、また、資金調達については、主に

銀行借入とすることを金融商品に対する取組方針としております。一方で、デリバティブ取引

については、外貨建て営業債権債務に係る為替変動リスクを回避するために為替予約取引を利

用し、投機的な取引は行わない方針であります。 

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

受取手形及び売掛金並びに未収入金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、当該リス

クについては、当社における与信管理等を定めた社内規程に従い、取引先ごとの期日管理及び

残高管理を行うことにより、当該リスクの低減を図っております。 

投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する

企業の株式であり、定期的にその時価を把握し、取締役会に報告することとしております。 

支払手形及び買掛金並びに未払法人税等は、１年以内の支払期日であります。 

短期借入金、一年内返済予定の長期借入金及び長期借入金については、主に営業取引に係る

資金調達を目的としたものであります。短期借入金は変動金利のため、金利の変動リスクに晒

されておりますが、短期決済であり、当該リスクは限定的であります。また、一年内返済予定

長期借入金及び長期借入金は固定金利による支払利息の固定化を実施しております。 

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替変動リスクの回避を目的とした為

替予約取引であります。デリバティブ取引の極度額の設定については、取締役社長の専権事項

であり、個々の取引については、経理部長が事前に経理部を管掌するコーポレート本部財経・

リスク管理ユニット長の承認を受け実行し、その管理は経理部が担当しております。 

また、デリバティブ取引の結果については、その都度、コーポレート本部財経・リスク管理

ユニットを管掌するコーポレート本部長に報告することとしております。また、デリバティブ

取引については、その信用リスクを軽減するために、信用度の高い国内銀行とのみ行っており

ます。 

営業債務、未払法人税等及び借入金は、流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくな

るリスク）に晒されておりますが、当社では、月次単位での資金計画を作成する等の方法によ

り、当該リスクを管理しております。 
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(2) 金融商品の時価等に関する事項 

平成 28 年３月 31 日（当事業年度の決算日）における貸借対照表計上額、金融商品の時価及び

これらの差額については、次のとおりであります。なお、当該時価を把握することが極めて困難

と認められるものについては、次表に含めておりません（次表（注）２．を参照）。 

 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

時   価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

① 現金及び預金 

② 受取手形 

③ 売掛金 

④ 投資有価証券 

   その他有価証券 

⑤ 関係会社株式 

920 

5,733 

36,115 

 

0 

184 

920 

5,733 

36,115 

 

0 

2,815 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

2,631 

資  産  計 42,954 45,586 2,631 

① 買掛金 

② 未払法人税等 

③ 短期借入金 

④ 一年内返済予定の長期借入金 

⑤ 長期借入金 

10,689 

165 

6,000 

1,500 

1,500 

10,689 

165 

6,000 

1,500 

1,500 

－ 

－ 

－ 

－ 

0 

負  債  計 19,854 19,854 0 

デリバティブ取引（※） 490 490 － 

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で債務となる項目については（ ）で示

しております。 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

（資産） 

① 現金及び預金、② 受取手形、③ 売掛金 

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

④ 投資有価証券、⑤ 関係会社株式 

投資有価証券並びに関係会社株式の時価について、株式は取引所の価格によっております。 

 

（負債） 

① 買掛金、② 未払法人税等、③ 短期借入金 

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額に等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

④ 一年内返済予定の長期借入金、⑤ 長期借入金 

一年内返済予定の長期借入金並びに長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行

った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算出しております。 

（デリバティブ取引） 

デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

区    分 貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式 1,247 

非上場株式は市場価格がないため、その時価を把握することが極めて困難と認められることから、上記「資産④ 投

資有価証券」及び「資産⑤ 関係会社株式」には含めておりません。 

9 
 



10 
 

(3) 金銭債権の決算日後の償還予定額 

 
１年以内 

（百万円） 

１年超 

５年以内 

（百万円） 

５年超 

10 年以内 

（百万円） 

10 年超 

（百万円） 

現金及び預金 

受取手形 

売掛金 

920 

5,733 

36,115 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

合     計 42,769 － － － 

 

(4) その他の負債の決算日後の返済予定額 

 
１年以内 

（百万円） 

１年超 

５年以内 

（百万円） 

５年超 

10 年以内 

（百万円） 

10 年超 

（百万円） 

短期借入金 

一年以内返済予定の長期借入金 

長期借入金 

6,000 

1,500 

－ 

－ 

－ 

1,500 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

合     計 7,500 1,500 － － 

 

７．主な関連当事者との取引に関する注記 

子会社及び関連会社                            （単位：百万円） 

種 類 会社等の名称 
議決権等の所有

（被所有）割合

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科 目 

事業年度の

末   日

子会社 
TOMEN ELECTRONICS 

(HONG KONG) LIMITED 

所 有 

直接 100.0％

当社商品の販売 

役員の兼任あり 

当社商品の販売
18,471 売掛金 1,335

子会社 
TOMEN ELECTRONICS 

(SHANGHAI) CO.,LTD. 

所 有 

直接 100.0％

当社商品の販売 

役員の兼任あり 

当社商品の販売
7,938 売掛金 844

子会社 
TOMEN ELECTRONICS 

(THAILAND) CO.,LTD. 

所 有 

直接 100.0％

当社商品の販売 

役員の兼任あり 

当社商品の販売
8,487 売掛金 1,750

関連会社 上海虹日国際電子有限公司 
所 有 

直接 39.0％

当社商品の販売 

役員の兼任あり 

当社商品の販売

受取配当金 

6,182 

23 

売掛金 

未収入金 

1,132

23

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等 

商品の販売価格は、市場実勢を勘案し、相手先と価格交渉のうえ決定しております。 

２．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まず、事業年度の末日には消費税等を含んで表示しております。 

 

８．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額     18,152,330,558 円 00 銭 

１株当たり当期純利益金額     806,789,352 円 50 銭 

                                            

（備 考）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 


